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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期
第２四半期
連結累計期間

第47期
第２四半期
連結累計期間

第46期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 1,820,351 1,923,538 4,171,451

経常利益 (千円) 218,950 209,917 478,271

四半期（当期）純利益 (千円) 190,775 120,305 436,479

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 192,406 120,969 438,438

純資産額 (千円) 2,307,431 2,819,635 2,638,280

総資産額 (千円) 3,255,270 4,243,712 4,210,122

１株当たり四半期（当期）純利
益金額

(円) 5.51 2.94 11.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 4.84 2.86 10.58

自己資本比率 (％) 70.6 66.0 62.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 394,484 △129,363 764,334

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △210,144 △325,189 △265,117

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 418,620 8,206 875,078

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(千円) 992,596 1,317,584 1,763,931
 

　

回次
第46期
第２四半期
連結会計期間

第47期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.77 2.29
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．平成26年３月１日付けで普通株式１株につき普通株式３株の割合で株式分割を行っております。第46期の期

首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国・欧州が景気の持ち直し傾向にあるもののタイの政情不

安など新興国経済の減速が続いております。国内においても、消費税率が引き上げられた4月以降の駆け込み需要

の反動減から一時的に減速したものの、消費税率引き上げに備えた経済政策、税制措置や企業の収益改善を背景に

設備投資、公共投資の増加基調が期待されています。しかしながら実体経済へは十分に波及しておらず、依然とし

て先行きが不透明な状況が続いております。　

このような経済状況のもと、当社グループの主要な事業である電子・通信用機器事業につきましては、3.9世代

携帯電話設備関連市場、防衛関連市場、公共・防災無線関連市場を中心とした拡販営業に加え、新規市場の営業活

動も強化して参りました。また「製品の高付加価値化への取り組み」「事業領域の拡大・開拓」、「業務提携先と

の共同開発」の継続的活動により、新規開拓顧客と新市場領域からの引合いも増加致しており、太陽光発電所の安

全かつ円滑な運営に不可欠なハイビジョン映像監視システムの開発に関しましても、同事業と太陽光発電所事業に

おいて新たなシナジー効果を生み出すことのできる重要な新商品として早期の導入を目指しております。更に、事

業基盤を強固にするべく収益向上について継続的な業務改善活動を行った結果、一定の改善効果が表れて参りまし

た。

太陽光エネルギー事業（太陽光システム販売事業及び太陽光発電所事業の総称をいいます。以下同じ。）につき

ましては、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」（以下、再生可能エネルギー

特別措置法といいます。）の施行を受け、再生可能エネルギー、特に太陽光発電に対する注目度は格段に高まって

参りました。　

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における受注高は、1,921百万円（前年同期比3.9％減）、売上高は、

1,923百万円（前年同期比5.7％増）となりました。損益面については、前年同期から減益し、営業利益212百万円

（前年同期比1.3％減）、経常利益209百万円（前年同期比4.1％減）、四半期純利益120百万円（前年同期比36.9％

減）となりました。

電子・通信用機器事業につきましては、通信インフラ市場の価格競争は、依然厳しい状態が続いておりますが、

移動体通信分野においては、各通信事業者の通信品質向上に向けたトラフィック対策や不感知対策における設備投

資が増加していることや、公共事業分野の需要が増加していることから、社会インフラにおける無線市場は堅調に

推移して行くことが予測されます。こうした通信インフラ市場の需要拡大を背景に、引き続き当社の事業領域の拡

大を推進していくとともに、収益の拡大に向けた業務改善活動を継続して参ります。

太陽光システム販売事業に関しまして、日本全国にその販路を拡大すべく、社内体制を整え、営業活動をさらに

強化して参ります。

　また、太陽光発電所事業につきましては、当社グループ全体で、安定的なエネルギー供給を目指すことにより地

域や社会に貢献できるよう、発電所用地の確保から売電開始にいたるまで、一貫した体制を整えることによる収益

の拡大を目指して参ります。
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セグメントの業績は、以下のとおりです。

① 電子・通信用機器事業

　移動体通信事業者による基地局設備投資は、基地局工事計画の見直しなどから出遅れておりますが、下期からは

受注状況が回復したことに加え、防衛関連設備および公共無線関連設備の公共投資は継続していることなどから、

受注高は1,769百万円（前年同期比8.3％増）、売上高は1,741百万円（前年同期比26.0％増）となり、セグメント

利益は257百万円（前年同期比36.8％増）となりました。

 

② 太陽光システム販売事業

　営業の効率化に向けた改善活動を行って参りましたが、工事着工の遅れにより出荷時期が延期したこと等によ

り、受注高は152百万円（前年同期比58.4％減）、売上高136百万円（前年同期比67.0％減）、セグメント損失は5

百万円（前年同期はセグメント利益47百万円）となりました。

 

③ 太陽光発電所事業

　下関市メガソーラー発電所が計画通り順調に売電を行っていることから、売上高45百万円（前年同期比93.2％

増）、セグメント利益は16百万円（前年同期はセグメント損失13百万円）となりました。

 

　今後の見通しにつきましては、経済環境が不透明なことから、引き続き厳しい経営環境が続くものと予想されま

すが、当社といたしましては、各事業セグメントにおける収益拡大と事業構造改革を併せて進めて参ります。

 

(2) 財政状態の分析

(総資産)

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ33百万円増加し、4,243百万円となり

ました。

 

(負債)

当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ147百万円減少し、1,424百万円となりま

した。

これは主に、短期借入金の減少によるものであります。

 

(純資産)

当第２四半期連結会計期間末における純資産の部は、前連結会計年度末に比べ181百万円増加し、2,819百万円と

なりました。

　これは主に、四半期純利益の計上及び新株予約権の増加によるものであります。　
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増加、有形固

定資産の取得、借入金の返済等があり、前連結会計年度末に比べ446百万円減少し、1,317百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は129百万円（前年同期は394百万円の資金獲得）となりました。

　これは主に売上債権の増加などによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は325百万円（前年同期は210百万円の資金支出）となりました。

　これは主に有形固定資産の取得による支出などによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は8百万円（前年同期は418百万円の資金獲得）となりました。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な事項は

ありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、105百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、以下のとおりであります。

会社名
事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定

年月総額

(千円)

既支払額

(千円)

㈱GPエナジー５
本社

（東京都港区浜
松町）

太陽光発電所
事業

太陽光発電所 459,560 －
自己資金

リース

平成26年

 ９月

平成27年

 ３月

 

　(注)  金額には消費税等を含んでおりません。

 

EDINET提出書類

株式会社多摩川ホールディングス(E01864)

四半期報告書

 5/19



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 134,196,000

計 134,196,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,865,000 41,865,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ（スタ

ンダード)

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は1,000株
であります。

計 41,865,000 41,865,000 ― ―
 

（注）１.提出日現在発行数には、平成26年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

 ２.発行済株式のうち、3,372,000株は、現物出資（借入金の株式化 146,120千円）によって発行されたもので

あります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年７月１日～
平成26年９月30日（注）

606,000 41,865,000 23,028 1,648,514 23,028 1,069,857
 

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

(6) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

シービーエスジーバンクジュリ
アスベアシンガポールブランチ
(常任代理人 シティバンク銀行
株式会社)

Bahnhofstrasse 36, P.O.Box CH-8010 Zurich
Switzerland 　　　　　　　　　　　　　　
(東京都新宿区新宿6-27-30)

4,311 10.30

ミズホセキュリティーズアジア
リミテッドクライアントアカウ
ント
(常任代理人 株式会社みずほ銀
行決済営業部）

12th Floor, Chater House, 8 Connaught
Road, Central, Hong Kong
（東京都中央区月島4-16-13）

3,410 8.15

ダイワキャピタルマーケッツシ
ンガポールリミテッド(トラスト
アカウント)
(常任代理人 大和証券株式会
社）

6 Shenton Way #26-08 DBS Building Tower
Twosingapore 068809
（東京都千代田区丸の内1-9-1）

2,977 7.11

島貫　宏昌
 

東京都港区 1,914 4.57

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 1,486 3.55

有限会社佐藤総合企画 東京都中央区銀座6-7-16　岩月ビル5F 1,350 3.22

Barclays Bank Plc Singapore -
Client Ac - Non japanese
Residents
(常任代理人 シティバンク銀行
株式会社)

1 Churchill Place London E14 5HP UK
（東京都新宿区新宿6-27-30）

1,235 2.95

久保田　定 宮城県仙台市青葉区 1,042 2.49

桝沢　徹 東京都目黒区 954 2.28

新井　紀之 埼玉県鴻巣市 926 2.21

計 ― 19,605 46.83
 

(注)．Marilyn Tang氏から平成26年５月20日付で、また、PERMAN YADI氏から平成26年10月24日付で関東財務局長へ大

量保有報告書（変更報告書）が提出されており、次のとおり当社の株式を所有している旨の報告を受けており

ますが、当社として当第２四半期会計期間末における実質的な所有者数の確認ができないため、上記大株主の

状況は当第２四半期会計期間末の株主名簿に基づき記載しております。

氏名又は名称 住所
保有株式等の数
（千株）

発行済株式総数に対する所有
株式数の割合(％)

Marilyn Tang シンガポール国 6,457 15.65

PERMAN YADI シンガポール国 1.650  4.00
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 613,000 ― 単元株式数 1,000株

完全議決権株式(その他) 普通株式41,244,000 41,244
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、単元株
式数は1,000株であります。

単元未満株式 普通株式 8,000 ― ―

発行済株式総数 41,865,000 ― ―

総株主の議決権 ― 41,244 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社多摩川ホール
ディングス

東京都港区浜松町1-6-15
浜松町プレイス1階

613,000 ― 613,000 1.46

計 ― 613,000 ― 613,000 1.46
 

 

２ 【役員の状況】

 　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、海南監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,763,931 1,317,584

  受取手形及び売掛金 ※１  1,112,227 1,512,515

  商品及び製品 67,330 98,992

  仕掛品 198,172 113,816

  原材料及び貯蔵品 81,478 72,552

  繰延税金資産 44,127 45,764

  その他 153,263 34,572

  流動資産合計 3,420,530 3,195,798

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 397,939 408,580

    減価償却累計額 △283,509 △287,805

    建物及び構築物（純額） 114,429 120,774

   機械及び装置 488,144 488,144

    減価償却累計額 △58,127 △72,286

    機械及び装置（純額） 430,017 415,857

   工具、器具及び備品 653,472 662,237

    減価償却累計額 △566,237 △560,301

    工具、器具及び備品（純額） 87,234 101,935

   土地 51,697 254,397

   建設仮勘定 35,000 72,105

   有形固定資産合計 718,379 965,070

  無形固定資産   

   ソフトウエア 19,346 27,620

   その他 12,000 12,000

   無形固定資産合計 31,346 39,620

  投資その他の資産   

   投資有価証券 19,016 20,981

   繰延税金資産 4,837 3,175

   その他 22,995 23,579

   貸倒引当金 △8,690 △8,650

   投資その他の資産合計 38,158 39,086

  固定資産合計 787,885 1,043,777

 繰延資産   

  株式交付費 1,707 4,135

  繰延資産合計 1,707 4,135

 資産合計 4,210,122 4,243,712
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 473,606 406,384

  短期借入金 200,000 99,800

  1年内償還予定の社債 20,000 20,000

  1年内返済予定の長期借入金 103,384 137,500

  未払金 85,538 40,626

  前受金 2,327 －

  未払法人税等 83,054 99,623

  賞与引当金 74,154 85,918

  その他 87,864 77,859

  流動負債合計 1,129,929 967,712

 固定負債   

  社債 60,000 50,000

  長期借入金 234,116 261,459

  繰延税金負債 2,105 2,277

  退職給付に係る負債 132,664 129,874

  資産除去債務 10,651 10,743

  その他 2,375 2,009

  固定負債合計 441,912 456,363

 負債合計 1,571,842 1,424,076

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,625,486 1,648,514

  資本剰余金 1,619,877 1,069,857

  利益剰余金 △554,930 138,422

  自己株式 △60,940 △61,119

  株主資本合計 2,629,493 2,795,675

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,279 3,943

  その他の包括利益累計額合計 3,279 3,943

 新株予約権 5,508 20,016

 純資産合計 2,638,280 2,819,635

負債純資産合計 4,210,122 4,243,712
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 1,820,351 1,923,538

売上原価 1,273,599 1,306,684

売上総利益 546,751 616,854

販売費及び一般管理費 ※１  331,594 ※１  404,513

営業利益 215,157 212,341

営業外収益   

 受取利息 17 427

 受取配当金 39 45

 為替差益 203 0

 受取和解金 5,000 800

 その他 2,042 3,711

 営業外収益合計 7,302 4,984

営業外費用   

 支払利息 1,688 4,370

 営業債権売却損 840 362

 その他 980 2,675

 営業外費用合計 3,510 7,408

経常利益 218,950 209,917

特別利益   

 固定資産売却益 1,988 4,519

 その他 - 40

 特別利益合計 1,988 4,559

特別損失   

 その他 50 -

 特別損失合計 50 -

税金等調整前四半期純利益 220,888 214,477

法人税、住民税及び事業税 25,755 94,339

法人税等調整額 4,357 △167

法人税等合計 30,112 94,172

少数株主損益調整前四半期純利益 190,775 120,305

少数株主利益 - -

四半期純利益 190,775 120,305
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 190,775 120,305

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,630 663

 その他の包括利益合計 1,630 663

四半期包括利益 192,406 120,969

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 192,406 120,969

 少数株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 220,888 214,477

 減価償却費 32,043 44,376

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △92 △40

 製品補償引当金の増減額（△は減少） 30,017 -

 受取利息及び受取配当金 △56 △472

 支払利息 1,688 4,370

 有形固定資産売却損益（△は益） △1,988 △4,519

 売上債権の増減額（△は増加） 256,310 △400,287

 たな卸資産の増減額（△は増加） △24,313 61,619

 仕入債務の増減額（△は減少） △40,620 △67,222

 その他 △41,742 98,757

 小計 432,134 △48,941

 利息及び配当金の受取額 56 472

 利息の支払額 △1,638 △4,483

 法人税等の支払額 △36,067 △76,410

 営業活動によるキャッシュ・フロー 394,484 △129,363

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △209,525 △317,873

 有形固定資産の売却による収入 2,000 4,520

 投資有価証券の取得による支出 △930 △938

 その他 △1,689 △10,898

 投資活動によるキャッシュ・フロー △210,144 △325,189

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） - △100,200

 長期借入れによる収入 80,000 250,000

 長期借入金の返済による支出 △15,640 △188,541

 社債の償還による支出 △10,000 △10,000

 株式の発行による収入 364,260 40,800

 新株予約権の発行による収入 - 16,326

 自己株式の取得による支出 - △179

 財務活動によるキャッシュ・フロー 418,620 8,206

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 602,960 △446,346

現金及び現金同等物の期首残高 389,635 1,763,931

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  992,596 ※１  1,317,584
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　　 ※１．受取手形割引高

 
前連結会計年度

  (平成26年３月31日）
 

当第２四半期連結会計期間
 (平成26年９月30日）

 

受取手形割引高 6,350千円 ―千円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

従業員給料・賞与 86,712千円 93,735千円

支払手数料 46,228千円 72,370千円

研究開発費 59,891千円 105,373千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金勘定 992,596千円 1,317,584千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

―千円 ―千円

現金及び現金同等物 992,596千円 1,317,584千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当に関する事項

配当金支払額

該当事項はありません。

 

２. 株主資本の金額の著しい変動

当第２四半期連結累計期間において新株予約権の行使により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ193,185千円増

加し、当第２四半期連結会計期間末において資本金が1,580,171千円、資本剰余金が1,574,562千円となっており

ます。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当に関する事項

配当金支払額

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年4月1日 至 平成25年9月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 
     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注) １

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ２

電子・通信
用機器事業

太陽光システ
ム販売事業

太陽光発電所
事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 1,382,096 414,764 23,490 1,820,351 ― 1,820,351

 セグメント間の
　内部売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,382,096 414,764 23,490 1,820,351 ― 1,820,351

セグメント利益
又は損失(△)

187,941 47,727 △13,621 222,047 △6,889 215,157
 

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額△6,889千円は減価償却費の調整額△634千円及び事業セグメントに

配分していないグループ管理部門の損益△6,255千円であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年4月1日 至 平成26年9月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 
     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注) １

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ２

電子・通信
用機器事業

太陽光システ
ム販売事業

太陽光発電所
事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 1,741,350 136,790 45,398 1,923,538 ― 1,923,538

 セグメント間の
　内部売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,741,350 136,790 45,398 1,923,538 ― 1,923,538

セグメント利益
又は損失(△)

257,095 △5,605 16,023 267,514 △55,173 212,341
 

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額△55,173千円は減価償却費の調整額178千円及び事業セグメントに配

分していないグループ管理部門の損益△55,351千円であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(金融商品関係)

現金及び預金、受取手形及び売掛金は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、四半期

連結貸借対照表計上額に前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められますが、当第２四半期連結貸借対

照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいた

め、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

（１）１株当たり四半期純利益金額 ５円51銭 ２円94銭

 (算定上の基礎)   

 四半期純利益(千円) 190,775 120,305

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る四半期純利益(千円) 190,775 120,305

 普通株式の期中平均株式数(株) 34,584,750 40,946,932

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ４円84銭 ２円86銭

 (算定上の基礎)   

　四半期純利益調整額（千円） ― ―

　普通株式増加数（株） 4,789,446 1,134,387

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

―

平成26年５月８日取締役会
決議の第５回新株予約権
　上記の新株予約権を平成
26年５月29日に割当てたこ
とにより2,062個（株式数
2,062,000株）増加してお
ります。

 

（注）平成26年３月１日付けで普通株式１株につき普通株式３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額を算定しております。

 
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月13日

株式会社多摩川ホールディングス

取締役会 御中

 

海南監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   秋葉　陽   　　　　　　印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　溝口　俊一   　　　　 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社多摩川

ホールディングスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７

月１日から平成26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社多摩川ホールディングス及び連結子会社の平成26年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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